
上富良野町事後審査型条件付き一般競争入札実施要綱 
（平成29年 4月25日決定） 

 
 
（趣旨） 
第 1 条 この要綱は、上富良野町が発注する建設工事の請負契約並びに測量、工事に係る調

査及び設計業務の委託契約（以下｢建設工事等｣という。）を地方自治法施行令（昭和 22
年政令第 16 号）第 167 条の 5 の 2 の規定に基づく資格を定めて行う事後審査型条件付

き一般競争入札の方法により実施するに当たり、必要な事項を定めることを目的とする。 
 
（定義） 
第 2 条 この要綱において、｢事後審査型条件付き一般競争入札｣とは、一般競争入札におい

て、開札後に入札参加資格要件の確認審査を行い、落札を決定する方式の入札をいう。 
 
（対象工事等） 
第 3 条 事後審査型条件付き一般競争入札の実施の対象となる建設工事等（以下「対象工事

等」という。）は、設計金額が 2,000 万円以上の建設工事の請負契約並びに設計金額が

1,000 万円以上の測量、工事に係る調査及び設計業務の委託契約のうち、次に掲げる建

設工事等を除いたものとする。 
(1) 共同企業体による施工又は履行の建設工事等（単体企業との混合による入札の場合

は除く。） 
(2) 特殊な技術を必要とする建設工事等で、町長が工事施工実績調書等の提出を求める

建設工事等 
(3) 前各号のほか、建設工事等の性質、目的その他特別な事情により一般競争入札に適

さないと認められる場合 
 
（入札参加資格） 
第 4 条 事後審査型条件付き一般競争入札に参加することができる者は、上富良野町建設工

事等競争入札参加資格者名簿（以下｢有資格者名簿｣という。）に登載されている者で、次

の各号に掲げる事項について対象工事ごとに定める条件を全て満たす者とする。 
(1) 有資格者名簿に登載されている業種ごとの等級格付 
(2) 有資格者名簿に登載されている建設業許可区分 
(3) 施工実績 
(4) 配置予定技術者 
(5) 本店の所在地 
(6) その他町長が必要と認めるもの 

2 次の各号に掲げる者は、事後審査型条件付き一般競争入札に参加することができない。 
(1) 地方自治法施行令第 167 条の 4 第 1 項及び第 2 項各号のいずれかに該当する者 
(2) 指名競争入札の指名及び指名停止、入札参加排除に関する基準の規定により指名停

止の措置を受けている者 



(3) 経営状態が不健全であると認められる者。ただし、会社更生法（平成 14 年法律第

154 条）の規定により更正手続開始の申立てをした者及び更正手続開始の申立てをな

された者にあっては裁判所の更正計画の認可の決定を受けた後｢競争入札参加資格再

審査申請｣を提出し受理された者を、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定に

より再生手続開始の申立てをした者及び再生手続開始の申立てをなされた者にあっ

ては裁判所の再生計画認可の決定を受けた後｢競争入札参加資格再審査申請｣を提出

し受理された者を除く。 
(4) 町税を滞納している者 

3 次の各号に掲げる者は、同一の事後審査型条件付き一般競争入札に参加することができ

ない。 
(1) 会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 2 条第 3 号及び第 4 号に規定する子会社と親会

社の関係にある場合又は親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合のいずれ

かに該当する者 
(2) 一方の会社の役員が他方の会社の役員を現に兼ねている場合若しくは一方の会社

の役員が他方の会社の会社更生法第 67 条第 1 項又は民事再生法第 64 条第 2 項の規

定により選任された管財人を現に兼ねている場合のいずれかに該当する者 
4 第 1 項各号の対象工事ごとに定める条件は、上富良野町入札参加者指名選考委員会にお

いて決定する。 
 
（入札の公告） 
第 5 条 事後審査型条件付き一般競争入札を行うときは、別紙 1 の標準公告例により公告

するものとする。 
2 前項の公告は、上富良野町公告式条例（昭和 27 年上富良野町条例第 1 号）に定める掲

示場に掲示するものとする。 
3 前項のほか、行政ホームページへの掲載、北海道建設新聞社及び北海道通信社への掲載

依頼により周知を図るものとする。 
 
（設計図書等の閲覧及び有償頒布） 
第 6 条 対象工事等に係る図面、仕様書等（以下「設計図書等」という。）は、第 5 条に規

定する公告の日から入札日の前日まで閲覧に供するものとし、購入を希望する者に対して

は、有償頒布する。 
2 入札参加希望者は、設計図書等の内容について質疑応答書（別記様式第 7 号）により、

FAX 又は E メールで質問することができる。 
3 質疑応答書は、FAX 又は E メールで回答するとともに、行政ホームページにおいて入

札日の前日までに閲覧に供するものとする。 
 
（現場説明会） 
第 7 条 町長は、現場説明会を必要に応じて実施するものとする。ただし現場説明会を行

わない場合は現場説明書をもって、これに代えることができる。 
 



（入札の参加申請） 
第 8 条 事後審査型条件付き一般競争入札に参加を希望するものは、事後審査型条件付き

一般競争入札参加申請書（以下｢参加申請書｣という。）により入札参加申請を行うことと

する。 
2 参加申請書は、公告に示した入札会場に入札当日持参するものとし、郵送又は電送によ

るものは受け付けないものとする。 
3 参加申請書は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 事後審査型条件付き一般競争入札参加資格確認申請書（別記様式第 1号） 
(2) 資本関係・人的関係調書（別記様式第 2号） 
(3) 配置予定技術者調書（別記様式第 3号） 
(4) 工事施行(業務施行)実績調書（別記様式第 4号） 
(5) その他必要と認める書類 
ただし、上記第 3 号から第 5 号に掲げるものについては、公告で示す対象工事等ごとに

必要と認めて定める条件により、その提出をするものとする。 
 
（入札の方法） 
第 9 条 入札は、入札会場において入札書を持参して行う。また、必要があると認めたと

きは、工事費内訳書の提出を求めることができるものとし、その旨を公告において明ら

かにするものとする。 
2 事後審査型条件付き一般競争入札の入札回数は、3 回までとする。 
 
（入札の無効） 
第 10 条 公告に示した入札参加資格のない者のした入札、虚偽の申請を行った者のした入

札及び入札に関する条件に違反した者の入札は、無効とする。 
 
（開札） 
第 11 条 開札は、公告に記載した場所において、入札の終了後直ちに入札参加者又はその

代理人の面前で行うこととする。ただし、入札参加者又はその代理人が開札の場所に出

席できないときは、当該入札事務に関係のない職員を開札に立ち会わせるものとする。 
2 予定価格以下で最低の価格を提示した者を最低価格入札者と定めるものとする。 
3 開札の結果、最低の価格となるべき同価格の入札をした者が 2 人以上あるときは、最低

価格入札者の決定を保留した上で、あらためて当該入札参加者に出席を求め、くじを引

かせて最低価格入札者を定めるものとする。 
4 前項の場合において、当該入札参加者のうちくじを引かない者があるときは、これに代

えて、当該入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 
5 最低価格入札者の決定に当たっては、低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の事務

手続きの規程を適用するものとし、その旨を公告において明らかにするものとする。 
 
（落札者の決定及び入札参加資格の確認） 
第 12 条 町長は、最低価格入札者（最低制限価格制度により失格となった者を除く。以下



同じ。）に対して入札参加資格の有無を確認し、入札参加資格がある場合は当該最低価格

入札者を落札者とする。 
2 前項の規定により入札参加資格の有無を確認した場合において、最低価格入札者に入 

札参加資格がないと認めた場合は、当該最低価格入札者の入札価格の次に低い価格をも 
って入札をした者（以下「次順位入札者」という。）を最低価格入札者とみなして、前項

の確認を行うものとする。この場合において、次順位入札者に入札参加資格が有る場合

は、当該次順位入札者を落札者とし、次順位入札者に入札参加資格がないと認めた場合

は、本項の規定による手続を落札者が決定するまで繰り返すものとする。 
3 前項の規定により入札参加資格の有無を確認した場合において、入札参加資格がない 

と認めた者に対しては、事後審査型条件付き一般競争入札参加資格確認結果通知書（別

記様式第 5号）により通知しなければならない。 
4 入札参加資格を認められなかった入札参加希望者は、町長が定める日までに、その理由

について説明を求めることができるものとし、町長は説明を求められた場合は、事後審

査型条件付き一般競争入札参加資格に係る理由説明書（別記様式第 6 号）により説明す

るものとする。 
 
（入札の延期、中止、取消し） 
第 13 条 町長は、事後審査型条件付き一般競争入札において、公正に執行することができ

ないなど特別な事情があると認めたときは、入札の延期及び中止又は入札の取消しをす

ることができるものとする。 
 
（委任） 
第 14 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定めるものとする。 
 

附則 
（施行期日） 
1 この要綱は、平成 29 年 4 月 25 日から施行する。 
 
 
 
 
 
 


